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１ 豪雪地帯の現状１ 豪雪地帯の現状
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１-１ 豪雪地帯の人口・面積・降積雪 （１）指定地域、全国との比較

• 豪雪地帯は532市町村、特別豪雪地帯は201市町村に及び、豪雪地帯の面積は全国の51％、特別豪雪地帯の面
積は全国の20％を占める積は全国の20％を占める。

• 豪雪地帯の人口は全国の15％、特別豪雪地帯の人口は全国の3％を占める。

【豪雪地帯の地域指定図】 【豪雪地帯の人口・面積・市町村数の対全国比】

北海道地方 １７９（８６）

区分 全国
豪雪地帯

〔特別豪雪地帯を含む〕

（対全国比％）
うち特別豪雪地帯
（対全国比％）

豪雪地帯

特別豪雪地帯

数字は市町村数（特豪）

市町村数 1,720 532（30.9） 201（11.7）

面積（km2） 377,950 191,798 （50.7） 74,898（19.8）東北地方 １６１（６９）

北陸地方 ８１（３０）

近畿地方 １９（１）

人口（千人） 128,057 19,634 （15.3） 3,209 （2.5）関東地方 １７（１）

中部地方 ３４（１４）

中国地方 ４１（－）

平成２５年４月１日現在

（備考）1 市町村数は平成２５年４月１日現在。人口は平成２２年国勢調査による。
2 指定区域外の人口が大きな（※） 部指定豪雪地帯である仙台市 郡山市 静岡市 浜松市 大津市は豪雪地帯に含めていない(本資料中以下同様)
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2 指定区域外の人口が大きな（※）一部指定豪雪地帯である仙台市、郡山市、静岡市、浜松市、大津市は豪雪地帯に含めていない(本資料中以下同様)。
※人口30万人以上（平成22年国勢調査）、指定区域外人口比10％未満（平成17年国勢調査）

3 面積は国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」（平成２２年１０月１日時点）による。



１-１ 豪雪地帯の人口・面積・降積雪 （２）人口増減率・高齢化率

• 豪雪地帯では人口減少、高齢化が全国よりも進んでおり、特に特別豪雪地帯においてその傾向が顕著である。豪雪地帯では人口減少、高齢化が全国よりも進んでおり、特に特別豪雪地帯においてその傾向が顕著である。

【豪雪地帯の人口増減率・高齢化率の推移】【豪雪地帯の人口増減率・高齢化率の推移】
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（備考）1 総務省「国勢調査」より作成。
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１-１ 豪雪地帯の人口・面積・降積雪 （３）累計降雪量・最大積雪深

• 過去３年(H22～24)の大雪は、平成１８年豪雪に次ぐ規模の降雪量であった。

900900
10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

降雪量：豪雪地帯（特別豪雪地帯含む） 降雪量：特別豪雪地帯

• 最大積雪深が多い地域には年度により特徴がみられる

累計降雪量
年度
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) 平成18年豪雪
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0
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200
300
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間
累

【Ｈ２３】
日本海側を中心に大雪

【Ｈ２２】

平年並み （1.5倍未満）

多い （1.5～3倍未満）

とても多い （3倍以上）

最大積雪深

【Ｈ２４】
北日本を中心に大雪

■災害救助法適用 18市町村
○北海道室蘭市、登別市、伊達市、豊
浦町、壮瞥町、白老町、洞爺湖町
○山形県尾花沢市、大石田町

日本海側を中心に大雪

■災害救助法適用 19市町村
○青森県むつ市、横浜町
○新潟県上越市、妙高市、長岡市、柏
崎市、十日町市、糸魚川市、南魚沼
市、小千谷市、魚沼市、湯沢町、津南
町 阿賀町

【Ｈ２２】
西日本の一部で記録的な大雪

■災害救助法適用 8市町村
○新潟県長岡市、小千谷市、十日町
市、魚沼市、上越市、阿賀町、柏崎
市、妙高市、南魚沼市

○山形県尾花沢市、大石田町
○新潟県長岡市、柏崎市、小千谷市、
十日町市、上越市、魚沼市、南魚沼
市、阿賀町、妙高市

■自衛隊災害派遣 5市町村
○北海道登別市、北見市、美幌町、大
空町、別海町

町、阿賀町
○長野県小谷村、信濃町、栄村、飯山
市、野沢温泉村

●自衛隊災害派遣 4市町村
○北海道岩見沢市、三笠市
○青森県横浜町
○滋賀県高島市

■自衛隊災害派遣 6市町村
○福島県西会津町
○新潟県魚沼市
○福井県敦賀市、越前町
○鳥取県大山町
○島根県松江市
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（備考）1 国土交通省 「豪雪地帯基礎調査」による。
2 最大積雪深は各市町村の市役所・役場の最寄りの観測所の観測結果による。市町村内に観測所がないところは隣接市町村の値で代替。
3 平年値は平成19年度～平成21年度の平均値を用いている。
4 平成24年度の値は速報値である。



１-２ 雪害による被害 （１）死傷者数

• 降雪量が多い年ほど多数の死者が発生しており、最近はその傾向が顕著である。

• 過去10年間では「平成18年豪雪」（H17年度）の死者数が最も多く、また、H22年度以降は毎年100人以上の死者
数となっている。

【雪害による死者数と冬期間累計降雪量の推移】 冬期間累計降雪量との比較

152 1601000

死者数 降雪量：豪雪地帯（特別豪雪地帯含む） 降雪量：特別豪雪地帯
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【主な大雪時の人的被害の状況】
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300冬 【主な大雪時の人的被害の状況】

年
度

人的被害
備考

死亡 不明 負傷 計

Ｓ37 228 3 356 587 昭和38年1月豪雪

Ｓ51 101 834 935

63

H
元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

Ｓ51 101 834 935

Ｓ55 133 19 2,158 2,310

Ｓ58 131 1,336 1,467

Ｈ16 86 758 844

Ｈ17 152 2,136 2,288 平成18年豪雪

（備考） 1 消防庁資料、及び国土交通省「豪雪地帯基礎調査」等による。
2 S63～H15までは暦年の数値、H16は暦年＋H17(1～3月)の数値、H17以降は年度の数値。
3 冬期間累計降雪量は豪雪地帯（特別豪雪地帯を含む）、特別豪雪地帯のそれぞれの
市町村の降雪量の単純平均値である
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Ｈ22 131 1,537 1,668

Ｈ23 133 1,990 2,123

Ｈ24 104 1,517 1,621

市町村の降雪量の単純平均値である。
4 観測データは各市町村の市役所・役場の最寄りの観測所の観測結果による。
市町村内に観測所がないところは隣接市町村の値で代替している。

5 平成24年度の値は速報値である。



１-２ 雪害による被害 （２）近年の被害の特徴

• 死者の事故原因をみると屋根雪下ろし等の除雪作業中の事故が76％を占め、このうち65歳以上の高齢者の占め
る割合が70％を占めている。

【過去３年間の人的・住家被害の概況】

人的被害（人） 住家被害（棟）人的被害（人） 住家被害（棟）

死者
負傷者

全壊 半壊
一部

破損

浸水

（重傷） （軽傷） （床上） （床下）

Ｈ２２年度 131 636 901 9 14 623 6 62Ｈ２２年度 131 636 901 9 14 623 6 62

Ｈ２３年度 133 882 1,108 13 12 854 3 55

Ｈ２４年度 104 591 926 5 7 194 2 23

その他

7 7人(6%)

【死亡事故発生時の状況】

年平均 122人
※人数はH22～24年度の死亡者の年平均

家屋倒壊

1.0人(1%)

7.7人(6%)

65歳以上

64.7人(70%)
屋根雪下ろし等の

除雪作業中

雪崩

落雪

17.0人(14%)

92.7人(76%)

雪崩

4.3人(3%)

8資料：消防庁「今冬（平成22年11月から平成23年3月まで）の雪による被害状況等」平成23年6月3日、同「今冬（平成23年11月から平成24年3月まで）の雪による被害状況等」平成24年12月19日、同
「今冬（平成24年11月から平成25年3月まで）の雪による被害状況等」平成25年7月12日



１-２ 雪害による被害 （３）空き家等の問題発生状況

• H23年度において、空き家等の除雪件数、倒壊件数が急増している。

• 空き家等の除雪問題をみると、大半は特別豪雪地帯で発生している。

【空き家等の除雪件数】
豪雪地帯の空き家の実態

【積雪による空き家倒壊事例】
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うち特別豪雪地帯
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豪雪地帯の空き家の実態
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（備考） 1 国土交通省「豪雪地帯基礎調査」
2 平成24年度の値は速報値である。

屋根の雪が今にも落ちてきそうな空き家

【空き家等の倒壊件数】

この部分については、著作権の処理が
未完了のため、公開できません
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（備考）国土交通省「豪雪地帯基礎調査」 雪の重みで既に一部が倒壊している空き家（備考）国土交通省「豪雪地帯基礎調査」

平成24年度の値は速報値である。

雪の重みで既に一部が倒壊している空き家

（備考）「新潟県内の危険な老朽空き家の実態について（H24.7.19）」総務省
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• 積雪等による臨時交通止め回数は降雪量に比例して発生している。

１-３ 道路交通障害

【積雪等による臨時交通止め回数の推移】

【自動車の立ち往生(H22年度)】 【暴風雪の事例(H24年度)】

【積雪等による臨時交通止め回数の推移】
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この部分については、著作権の処理が
未完了のため、公開できません

175 
273 

321 

0 

200 

400 

0 

200 

400 

H15
年度

H16
年度

H17
年度

H18
年度

H19
年度

H20
年度

H21
年度

H22
年度

H23
年度

H24
年度

）回
数
（
回
）

（備考）1 国土交通省「豪雪地帯基礎調査」等による。

降雪量・豪雪地帯（特別豪雪地帯を含む）

降雪量・特別豪雪地帯

交通止め回数・豪雪地帯（特別豪雪地帯を含む）

交通止め回数・特別豪雪地帯

（備考） 国 交通省 豪雪地帯基礎調査」等による。
2 一般国道、主要地方道、一般道府県道、市町村道（雪寒道路指定路線）の合計値である。
3 冬期間累計降雪量は豪雪地帯（特別豪雪地帯を含む）、特別豪雪地帯のそれぞれの市町

村の降雪量の単純平均値である。
4 観測データは各市町村の市役所・役場の最寄りの観測所の観測結果による。市町村内に観

測所がないところは隣接市町村の値で代替している。
5 平成24年度の値は速報値である。
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１-４ 雇用・財政

• 特別豪雪地帯の有効求人倍率は全国平均を下回る状況が続いている。

• 市町村平均の財政力指数は、全国（0.64）に比べて豪雪地帯（0.36）、特別豪雪地帯（0.29）は低い水準である。
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0.67

0 70

0.801.06
1.02 

1.1 

【市町村平均の財政力指数の比較】【有効求人倍率の推移】

0.38 0.39 0.38 0.37 0.36

0.64

0.40

0.50

0.60

0.70

財
政
力

0.84 0.82  0.83 
0.85

0 75 0 76
0.69

0.77 

0.68

0.82

0 7

0.8 

0.9 

1.0 

有
効
求
人

0.32 0.32 0.31 0.30 0.29

0.10

0.20

0.30

指
数

0.53

0.63 

0.41

0.54

0.67

0.45

0.75 

0.56 
0.51

0.61

0.76 

0.45

0.56

0.4 

0.5 

0.6 

0.7 
倍
率
（
倍
）

0.00
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（備考）1 厚生労働省「一般職業紹介状況」による。
2 豪雪地帯、特別豪雪地帯の数値は、指定市町村を所管するハローワーク
単位での集計となる。
3 有効求人倍率＝「前月から繰越された有効求人数と当月の新規求人数
の合計数」を「前月から繰越された有効求職者数と当月の新規求職申込

（備考）1 総務省「市町村別決算状況調」による。
2 各市町村の単純平均値である。
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の合計数」を「前月から繰越された有効求職者数と当月の新規求職申込
件数の合計数」で除したもの。
4 平成24年度の値は速報値である。



１-５ 教育

• 豪雪地帯の小・中学校では毎年、積雪等による休校が発生している。

• 休校数は毎年変動しているが、大雪年は比較的多くなる傾向にある。

【積雪等による休校数の推移】
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H17
年度

H18
年度

H19
年度

H20
年度

H21
年度

H22
年度

H23
年度

H24
年度

降雪量・豪雪地帯（特別豪雪地帯を含む） 降雪量・特別豪雪地帯

休校・豪雪地帯（特別豪雪地帯を含む） 休校・特別豪雪地帯

H15
年度

H16
年度

H17
年度

H18
年度

H19
年度

H20
年度

H21
年度

H22
年度

H23
年度

H24
年度

降雪量・豪雪地帯（特別豪雪地帯を含む） 降雪量・特別豪雪地帯

休校・豪雪地帯（特別豪雪地帯を含む） 休校・特別豪雪地帯
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（備考） 1 国土交通省「豪雪地帯基礎調査」等による。
2 平成24年度の値は速報値である。



１-６ 医療

• 豪雪地帯の人口当り病院数・医師数は全国よりも低水準であり、この傾向は特別豪雪地帯でより顕著である。豪雪地帯の人口当り病院数 医師数は全国よりも低水準であり、この傾向は特別豪雪地帯でより顕著である。

【人口千人あたりの病院等数・医師数】

病院等 医師数
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0.0 

全国 豪雪地帯

（特別豪雪地帯を含む）

特別豪雪地帯

（備考）1 厚生労働省「H24年医療施設（動態）調査」、「H22年医師・歯科医師・薬剤師調査」、総務省「Ｈ22年国勢調査」による。
2 「病院等」はＨ24.10.1時点の数値、「医師数」はＨ22.12.31時点の数値、人口はＨ22.10.1時点の数値である。
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3 全域が豪雪地帯・特別豪雪地帯の市町村を集計している（「医療施設調査」、「医師・歯科医師・薬剤師調査」は旧市町村単位での数値が把握できないため）。
4 病院等の箇所数は、病院及び一般診療所の合計である。


